
成熟企業における事業転換プロセス
　　　ーブラザー工業の事業転換の事例による一

大　原　　　亨

1．問題の所在

　継続的な企業成長をどのように達成するか。これはとりわけ事業買収に依ら

ない内部成長型の企業経営にとって大きな問題である。単独事業に依存した事

業構成の企業は，当該事業の好不調の波を大きく受ける。特に主力事業が製品

ライフサイクルで成熟期に差し掛かった場合，その企業も同時に成熟化する。

　製品の成熟化と企業のそれとが連動することなく，継続的な企業成長を果た

すためには，特定の製品・サービスに依拠しない事業構造を作り出す必要があ

る。特定の製品への依存を回避して，継続的な企業成長を達成するための基本

的な手段のひとつとして，「事業の多角化による内部成長」があげられる。

　ここで問題となるのは，既存の多くの議論が内部成長による事業構造の変革

のプロセスを十分に説明し得ているのかという点である。それらの議論では，

「経営資源」の蓄積を優先する企業行動だけが，暗黙的にでも示唆される。優

れた経営資源が新規事業の展開で有利に働くという図式を前提とすれば，事業

構造の転換を図ろうとする企業では，まず経営資源を蓄積する必要が生じるこ

とになる。

　しかし，新規事業を展開する上で必要かっ有効な経営資源は，事前に蓄積さ．

れているとは限らない。また，そのような経営資源が事前に明確になっている

とは限らない。事業構造の転換を必要としている少なからぬ企業が既存事業の

将来性が不透明であったり，実際に行き詰まっていたりすることを考え合わせ

ると，この点は重要な意味を持つ。

　本稿で取り上げるブラザー工業のデジタル複合機の事例を検討すると，既存

の多くの議論で暗黙的に想定されるものとは異なる状況が，実際には生じるこ

とがわかる。ここで示唆される重要な点は，既存の多くの議論は全面的に問題



一橋研究　第34巻1号

があるというよりは，実際に展開される新規事業ないし多角化の一部しか説明

しえないことが問題だということである。そこで，本稿では，ブラザー工業の

デジタル複合機事業のように，新規事業の展開と経営資源の蓄積が相互作用的

に行われるタイプを「動態的資源観に基づく事業転換」とし，コア・コンビタ

ンス論などの既存研究から示唆されるタイプ，「静態的資源観に基づく事業転

換」と呼ぶ，の事業展開と区分して考える。その上で，事業の展開と並行して，

継続的な競争優位をもたらす経営資源の獲得が行われるプロセスについて考察

を加える。

2．既存研究の検討

（1）静態的資源観による多角化の議論

　多角化は，企業が内部成長を遂げるための一つの手段であ乱これまでの多

角化研究においては，多角化の類型，主に「関連型多角化」と「非関連型多角

化」の企業の業績との関係が長らく考えられてきた。

　多角化に関する古典的研究の一つとされる，Rumdt（1974）の多角化の類型

と企業業績の関係を対象とした実証的分析によると，「集約型の本業中心多角

化」と「集約型の関連分野多角化」を実施している企業がそれぞれ収益性と成

長率に関して最も優れていた。その背景には，経営者が企業の所有する経営資

源を最も有効に活用することができる事業分野に集中的に資源を投入し，多角

化のリスク管理の側面を拠り所に，資源の有効活用ができない事業に資源を投

入しようとしないということがある。

　R㎜。1tの研究で明らかにされた，関連性の高い製品分野への多角化を行っ

た企業の収益性が高くなったという関係の背後には，An・off（1965）によって

議論された事業間の「シナジー」が存在してい乱An・offは，ひとつの企業が

複数の事業を運営する場合に，個々の事業が別々に運営された場合よりも総計

としてより大きな収益性がもたらされるという効果を「シナジー効果」と呼ん

だ。

　R㎜・1tの議論において分類された，既存事業との関連性の高い分野への多

角化とは，An・offの指摘によれば事業間で強いシナジー効果が生じている多角

化である。そして，そのシナジー効果は，彼がその議論で展開しているようだ，
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既存事業の経営資源の未利用部分が新規事業において活用されることや，既存

事業で用いられている経営資源が新規事業においても同時利用がされることか

らもたらされる。

　以上のような「シナジー効果」を強調する古典的な多角化の議論とは別に，

企業内部に蓄積された経営資源の有効性を主要な視点とした多角化の議論も，

一近年になり活発に展開されている。企業業績の差異の源泉を企業内部にある経

営資源に求めた「資源べ一スの戦略論（R・・ou…一b且・・d　Vi・w）」では，企業内

部に蓄積された他社に模倣されない独自の資源が競争優位の源泉となるという

点を強調しており，前述の古典的な多角化の議論とは表向き異なる。しかしな

がら，説明される論理は異なるものの，事業間の関連性が高い収益性を生み出

すことが導かれる点では，議論は類似している。

　W・m・・f・1t（1984）は，企業問の収益性の差は企業の所有する資源という内部

要因に起因するという議論を展開した。自社の競争優位の源泉となる参入障壁

となる資源ポジションによって，他社を上回る高収益が企業にもたらされると

いうことがこの議論の主張である。

　資源べ一スの戦略諭は多角化や全社戦略よりは事業／競争戦略の領域で議論

されることが少なくない。しかしながら，資源べ一スの戦略論における基本的

な考え方，とりわけ高い収益性の源泉となる企業特殊的な資産の役割を重視す

る視点は，一 ｽ角化の問題に関しても転用されている。

　その一つが，経営資源を保有することに対して得られるレントから，多角化

と企業の業績の関係を説明しようとしたM．ntgom．q。。d　W．m。。f．1t（1988）で

ある。彼らは企業の持っ生産要素の特殊性に注目し，その高い特殊性ゆえに多

くのレントを生む生産要素は，もともとそれが用いられた事業との関連性が高

い事業に転用される際には高いレントを生み出し続けるという関係を前提とす

ることで，事業間の関連性を考慮しない多角化よりも事業問の関連性に基づい

た多角化において業績が高くなると主張した。このように，資源べ一スの戦略

論においても，シナジー効果に注目した多角化の議論と同様に，既存事業と関

連性を持った新規事業への進出がより高い成果を生むと考えられている。

　以上のように，シナジー効果の発生や蓄積された企業特殊的な生産要素の利

用などに着目した研究は，事業問の関連性が企業業績に影響を及ぼすという点

で，結論は共通している。これらの議論では，新規事業の進出を考える際には，
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事業問の関連性が最も重要なのである。

　しかしながら，シナジー効果や生産要素の特殊性を取り上げた伝統的な多角

化研究では，事業問の関連性の重要性は示されるものの，多角化に関してそれ

以上のととが示唆されるわけではない。そのために，これらの研究からでは，

多角化に際して既存事業と関連性が高い新規事業が多角化先の候補となるもの

の，その無数に存在するであろう候補からどの事業を選ぶべきかということは

明確にはされない。

　以上のような事業間の関連性がもたらす意義を主に強調する議論に対して，

P伽h．1量d．nd　H．m．1（1990）のコア・コンビタンスに関する議論からは，新規の事

業進出に対してより明確な指針がもたらされる。彼らの主張によると，複数の事

業や製品に関してそれぞれの競争優位の源泉となるような，共通の中核的能力

（コア・コンビタンス）を発見し，育成することが企業にとって重要となるのである。

　しかし，コア・コンビタンスは企業内部でいったん確立されれば，それが競

争力を保ち続け，関連する事業への進出に際してその基盤となり続けるわけで

はない。さらに，コア・コンビタンスに関する議論では，多角化企業における

先行して蓄積される経営資源の重要性を強調することから，経営資源と事業活

動（あるいは事業構成）との間の関係を一方向的なちのとしてとらえる傾向に

ある。そこでは，優れた経営資源を共有することが高い成果を生み出すことが

想定されている一方で，その経営資源自体がいかにして生み出されるのかは明

らかではないのである。また，このような見方は，経営資源と事業活動との

（一方向的な）関係，あるいは事業活動間の関係をある一時点で見るという点

で，前述の多角化に関する議論，とりわけ資源べ一スの戦略論と共通するもの

でもある。以上の議論は視点の違いはあるものの，基本的には（特に経営資源

を）静態的にとらえる傾向に．あるといえるのである。

　つまり，コア・コンビタンス論をはじめとする議論からは，既に展開された

多角化について合理的な説明を事後的に加えることはできるかもしれないが，

新規事業に必要な経営資源がいかに蓄積され，どのように事業が展開されるの

かという問題については，具体的に説明されることはないのである。

（2）動態的視点に基づく議論

先に述べたように，先に取り上げた多角化に関する議論では，経営資源と事
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業展開との関係は一方向の静態的なものとして考えられてきた。それに対して，

企業経営をより動態的に把握しようとする議論も存在する。

　T。。。。，Pi。。no．nd　Shu．n（1997）は，資源べ一スの戦略論と類似した視点に立

ちながら，企業の変革プロセスという動態的な要素を織り込んで議論した数少

ない議論の一つである。そこでまず着目されるのは，製品市場や要素市場にお

ける様々な脅威や企業に関係する技術の急速な変化といった外部環境の変動と，

それらの状況からの企業に対するフィードバック効果である。そのよ一うな変化

する要因に個々の企業は対応しなければならない。そこで，事業活動を継続す

る上で必要となる，そのような対応を可能とするための能力を「ダイナミック・

ケイパビリティ（Dyn・mi・C・p・bi吋）」と呼び，個々の企業にとって「独自の企

業特殊的資産（u｛u・趾m一・p・・i丘・・…t・）」を外部環境に合わせて変化させる上

での鍵だとした。つまり，資源べ一スの戦略論やコア・コンビタンス論では，

企業固有の経営資源ないし能力（。。mp．t．n。。）ρ重要性が説かれたのに対して，

ダイナミ’ック・ケイパビリティに関する議論では，そのような経営資源ないし

能力に影響を与える上位概念としての能力（c且pab岬）が重視されたのである。

　先に触れたように，資源べ一スの戦略論やコア・コンビタンス論が経営資源

と事業活動との関係を基本的には静態的にとらえるのに対して，ここでは「ダ

イナミック・ケイパビリティ」という概念を想定することによって，企業の能

動的な変容をより動態的にとらえようとしている点では評価できるのかもしれ

ない。しかし，このT・…　らの議論は，抽象的なメタ概念のみに一よって説明し

ようとしているために，企業の変革プロセスが具体的に描かれるわけではない。

さらに，ダイナミック・ケイパビリティというメタ概念を置くことで，経営資

源ないしコンビタンスは変化する一方で，それらを左右する「ケイパビリティ」

が獲得されたり変化したりするプロセスは明らかではない。つまり，事業活動

の変化によってダイナミック・ケイパビリティの存在を仮定するといった同語

反復的な説明に陥りかねないという問題を抱えているのである。

　このような点から，ダイナミック・ケイパビリティに関する議論は，発想と

してはユニークな点があるものの，現実の企業行動を説明する上では，限界が

あるように思われる。

　このような問題を抱える「ダイナミック・ケイパビリティ」とはまったく異

なった角度から企業経営の動態的な側面を扱ったものとしては，伊丹（1984；
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2003）の「ダイナミック・シナジー」に関する議論がある。この議論は先の議

論とは異なり，経営資源と事業活動とめ動態的な側面を具体的に説明している

点で，有益な示唆を提供するものである。

　この議論で重視されるのは，．「見えざる資産（情報的経営資源）」で生じる狭

義の相乗効果であ乱そして，現在行われている事業活動から生み出される

「見えざる資産」が将来ほかの事業活動において用いられるという効果が「ダ

イナミック・シナジー」である。

　ダイナミック・シナジーにおいて重要なのは，事業展開のプロセスで新たlF

情報的経営資源の蓄積が行われ，その蓄積された情報的経営資源をもとにして

また新たな事業展開が進められるという，経営資源のフィードバックの関係で

ある。

　このような見方は，経営資源と事業活動の問に動態的な関係を想定している

点で，資源べ一スの戦略論やコア・コンビタンス論と大きく異なっている。も

ちろん，この議論においても，経営資源を蓄積する活動自体が無用だと考えら

れているわけではない。しかしながら，既存の多くの理論で想定されているよ

・うに、経営資源の蓄積が必ずしも先行するとは限らず，戦略の実行プロセス，

あるいは日常的な業務活動を通じて蓄積される経営資源もまた，企業の多角化

プロセスにおいて重要な意味を持っていることが指摘されている点は特筆され

る。つまり，ダイナミック・シナジーに関する議論は，事業活動が既存の経営

資源を活用した単なる結果なのではなく，それ自体が企業の将来的な事業展開

を左右するとする点で・企業の事業転換を考える上でも重要な示唆を提供する

ものだといえる。

（3）本稿の論点

　以上では，経営資源と事業活動の間での関係を中心として，多角化に関する

既存の議論を検討してきた。そこで明らかになったのは，既存の多くの議論は，

経営資源の蓄積が先行されることを暗黙的にでも想定した「静態的な資源観」

に基本的には基づいているのに対して，ダイナミック・シナジーに関する議論

は経営資源と事業活動の問に相互作用的な関係を想定した「動態的な資源観」

に立脚している点である。

　このような見方の相違は，先に既存研究の問題点を指摘してきたように，理
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論上の問題として閉じた形でも議論することも可能である。その一方で，経営

戦略の理論は事業活動の展開方法に関する「考え方」であることから，前述の

既存研究の背後にある基本的な考え方は実際の企業行動を分類する上で有用で

あると考えられる。

　本研究では，コア・コンビタンス論に代表される「静態的資源観」とダイナ

ミック・シナジーに代表される「動態的資源観」は，少なくともここで関心を

寄せる事業構造の転換という問題に限っていえば，いずれか一方が正しいとい

うよりも，実際の企業でも異なる二つρ行動様式が存在し・ており，それぞれが

基本的には異なる考え方に基づくものとして考える。

　前者の「静態的資源観」に基づいて事業転換を図ろうとする企業では，重要

な経営資源を先行的に蓄積し，その上で新たな事業を展開しようとする傾向に

あ乱それ一ﾉ対して，「動態的資源観」に基づいて事業転換を図ろうとする企

業では，新規事業に進出する上で，必要な経営資源が先行的に蓄積されるとは

限らず，むしろ事業活動を通じて経営資源が蓄積されることを当初から意図的

に狙うか，もしくは結果として蓄積されることで，内部成長による事業転換が

進んでいく（図1）。もちろん既存事業と新規事業のシナジー，あるいは先行

的に蓄積された経営資源の共有は，多くの場合に重要視される可能性がある

（図1中の・）。ただし，重要なのは，事業活動を通じて新規事業で重要な役割

を果たす経営資源が蓄積され，さらにその後の事業活動にフィードバックされ

るプロセスである。また，新規事業で必要となる経営資源自体が当初から特定

されているとは限らず，そのプロセスを通じて徐々に明らかになっていくこと

も，十分考えられる。このような考え方に立つと，「落下傘的多角化」に関し

ても，事業構造を大きく変えようとする場合には，有効に機能することも理論

的にあり得ることになる（図ユ中のb）。

　「静態的資源観に基づく事業転換」と「動態的資源観に基づく事業転換」と

いう二つの事業転換のパターンは，いずれかが常に有利なものであるとは必ず

しもいえない。これらはむしろ企業の行動様式の相違である。

　その一方で，これらの間には重要な相違が存在する。その一つは，「静態的

資源観に基づく事業転換」は，企業成長という点では保守的に振れる可能性が

高いとも考えられる。「静態的資源観に基づく事業転換」は，中核的能力ある

いはそれに類するものを基盤として事業転換を図ろうとすることから，既存事
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図1動態的資源観に基づく事業転換

　　　　　　　　（b）『落下傘的多角化」の場合、

　　　　　　　　ここから開始
新規事業

経営資源

　　　　　　　　　　　（a）ある程度のシナジーを見込む

　　　　　　　　　　　場合、ここから開始

　　　　　　　　　　　経営資源が蓄積されるとともに、
既存事業A　それが事業にフィードバックされる

業から受ける制約が強いと考えられるからである。そのために，内部成長によっ

て経営資源を大きく組み替えることで，大幅な事業転換を図ろうとする場合に

は，「動態的資源観に基づく事業転換」の方が有効であるように思われる。

　あるいは「静態的資源観に基づく事業転換」を有利に進めることができる企

業は，少なくとも既存の理論から想定されるよりは限定されているともいえる。

例えば，既存の主力事業が衰退しつつあり，直接的に利用できる経営資源も潤

沢とはいえなかったブラザー工業の事業転換においては，「静態的資源観に基

づく事業転換」が有効であったとは限らない。

　また，実際の企業行動は二分法として明確に区分されるというよりも，両者

を極として連続体上に並ぶものとして考えるのが適切であろう。誤解を恐れず

に言えば，この二つの区分は現実の企業においては程度の問題である。例えば，

静態的資源観に基づく事業転換を主に展開しているとされる企業においても，

事業活動に基づく経営資源の蓄積はなされており，そのような経営資源はその

後の事業活動に活かされているはずである。

　その一方で，程度の問題であったとしても，いずれのタイプを志向するかに
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よって，具体的な企業の行動は変わって．くる。先行的な経営資源の獲得・蓄積

を重視するのか，それとも経営資源の蓄積と新規事業の展開を並行的に生じる

ものとして，事業活動を展開させることを重視するのかという点で，両者は異

なるということである。次節で検討するブラザー工業の場合，新規参入を試み

た産業では，大手電機・事務機メー力一が既に激しい競争を繰り広げていたこ

とからしても，「静態的資源観」に立脚していれば，そもそもその市場に参入

しないか，もしくは重点的な資源配分をとらない意思決定をとるのが合理的な

判断であっただろう。

3．主力事業成熟時の事業構造の転換プロセス：ブラザー工業の事

（1）初期の多角化　シナジー重視の事業展開

　本節では，ブラザー工業株式会社（以後，ブラザー工業）における，ミシン

事業で培われた組立製造技術などを軸にした多角化と，その中のひとつである

タイプライタ事業で培われたプリンティング技術を軸にしたファクシミリ

（F“）事業への進出，さらにF心事業において開発された技術によるデジタ

ル複合機事業への進出を概観する。そこでは，同社における多角化が段階的に

中核的能力の変革をもたらすと同時に，事業構成が大きく変化していった過程

が示される。

　ブラザー工業の歴史はユ908年に安井兼吉によって設立された安井ミシン商

会にはじまる。ミシンの国産化を目的として創業された同社ば’コ，！932年には

ミシンの心臓部であるシャトルフックの開発と量産を経て家庭用ミシンの量産

化に成功し，ミシンの国産化を達成した。その背景としては，多数の精密部品

を製造するための生産機械の内製化に伴われる，機械製造技術や加工技術の蓄

積があった。それに加えて，国内においてブラザー工業製のミシンの訪問販売

を行うブラザーミシン販売会社（以後，ブラザー販売）や海外販売組織である

ブラザーインターナショナル株式会社が設立され，独自の販売網が整備された。

　ミソン事業を主力事業としたフラサー工業では，当初はミソン事業と密接に

関連した編機事業や家電事業から多角化を行い，その上で精密機械技術が応用

できるタイプライタ事業や工作機械事業への多角化を行った。これらの新規業

進出の基盤となったのは，ミシン事業で培った経営資源である。技術的にはミ
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シンの国産化を達成する過程で培われたプレス技術や基幹部晶のモーターに関

する技術が・新規事業で展開され㍍幸た，家庭用編機や家電製品の販売チャ

ネルは，ミシンの国内流通経路として確立していた，訪間販売を主体とするブ

ラザー販売を経由する販売チャネルが利用された；別。

（2）事業展開にともなう経営資源の蓄積：プリンティング技術の蓄積と事業

　　構成の変動

　80年代半ばを境に，ブラザ」工業の従来の主力事業が行き詰まりを見せる。

ミシンや家電事業については市場の成熟と国内流通網の競争力低下という問題

に直面し，当時，ミシンに次ぐ事業として成長していたタイプライタ事業は円

高によって輸出競争力が低下したことに加えて，パソコンなどの普及により製

品カテゴリー自体が急激に衰退していった。ブラザー工業は大幅な事業構造の

変換を図らなければならない危機的状況に直面していたあである。

　試行錯誤の上で最終的にブラザー工業が再成長への糸口として集中的な資源

展開を行ったのが，プリンティング技術の開発とその応用製品の事業化である。

プリンティング技術はタイプライタ事業以来，同社に蓄積されていた技術であ

る。タイプライタ事業はミシン事業で培った精密機械技術を展開しうる領域で

あった反面，当時のタイプライタの生産に不可欠であった活字に代表される印

字技術を当時の同社は保有していたわけではなかった。それを内製化すること

によって，自社内に広義のプリンティング技術が蓄積されることになった。ま

た，ミシンと用途が異なることから，海外における事務機器の販売経路がミシ

ン事業とは別に構築されていくことになる。

　さらに，タイプライタ事業から派生する形で，同社はコンピュータ用プリン

タ事業に進出した。そこでは，ブラザー工業は機構部品から電子部品に至るプ

リンタの主要部分について，基本的には内製化が志向された。電子部品の内製

化に加えて，新たなプリンティング技術として熱転写方式の技術開発もブラザー

社内で行われた。熱転写方式が従来の技術に対して有する低コスト・小型化と

いう利点は，プリンタを内蔵した家庭用機器や携帯用機器に当時は適したもの

であり，同方式を採用してワープロは商業的に成功を収めた。情報機器事業の

拡大によって，ブラザー工業はミシン事業を中心とする企業から根本的な事業

構成の転換を少しずつ図ろうとしていた。
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　しかしながら，1980年代半ばになると，ブラザー工業の事業構成は徐々に

変化を遂げる一方で，全社的には業績低迷という大きな問題に直面することに

なった。業績悪化の最大の原因は，1985年9月のプラザ合意によって発生し

た急激な円高である。た・だし，80年代半ばの「円高不況」だけが当時のブラ

ザーの問題ではなかった。ミシンや欧文タイプライタの輸出が急激な円高の影

響を受けたのは間違いない一方で，それらの事業の低迷を他の事業でカバーす一

ることができないことも同社の潜在的な問題であった。より具体的に言えば，

国内のミシンと家電事業の不振と，新規領域である情報機器の国内外での伸び

悩みにより，海外向けミシンとタイプライタの不振が全社的業績を直撃するこ

とになったのである。

　国内のミシン事業は，主に生活環境の変化によってもたらされた構造的な需

要の低迷に，家電事業は既存の販売網の競争力低下と新たに出現した製品領域

への対応という，基本的にはブラザーに固有の問題にそれぞれ直面していた。

特に，ブラザーの家電事業は，他の家電メーカーからOEM供給される製品も

多く，ミシンとは異なり，家電事業は一部を除いて製品自体に強力な競争力が

存在していたわけではない。さらに，そのようなブラザーの家電事業を背後で

支えていた訪間販売チャネルの競争力は，家電量販店の台頭や，前述した金融

サービスとしての側面の意義が低下したこと，ミシンの重要低下に伴われる顧

客との結びつきが弱くなったことなどの複合的な要因により衰退していくこと

になった。

　同時に，国内のミシン・家電事業や，輸出事業の不振をカバーするために期

待された情報機器事業においても，問題は生じていた。コンピュータ用プリン

タ事業については，初期段階で参入し成功をおさめたドット・インパクト・プ

リンタを中心として一時期は競争力を有したものの，信州精機（現・セイコー

エプソン）をはじめとする競合企業に市場での地位を奪われていった。その一

方で，従来からの事業である欧文タイプライタ事業でも，80年代前半頃から，

東京芝浦電気（現・東芝）やキヤノンなどの企業が電子タイプライタ事業に参

入し，業界内での競争は激化していた。ブラザー工業にとっては，過去に蓄積

してきた経営資源に基づく事業展開がことごとく苦境に陥るという事態に陥っ

たのである。

　以上のように，1980年代半ばにはフラサー工業の主力事業における業績悪
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化が深刻になっていた。このような状況を打開するために，同社はその後の企

業成長を牽引する新たな事業展開として，ファクシミリ（FAX）などの3つの

新事業に進出しれしかし，これらの事業はいずれも進出当初からことごとく

苦戦を強いられた。他の2事業が早々に撤退を余儀なくされるが，1987年に

生産が開始されたF心事業によって，同社が後に情報通信機器事業を中心と

した企業へと転身を遂げる契機を提供されることとなる。また，社内での技術

的な蓄積がほとんどないに等しかったその他の2事業と比べると，プリィタや

ワープロで用いられた熱転写方式が転用可能であるなど，蓄積されたプリンティ

ング技術が活かせる製品ではあった。その一方で，ブラザーには電気通信系統

の事業を以前有していたわけでもなく，その点ではまったくの新参者であり，

市場環境の厳しさから，参入から数年間は苦戦を強いられ，199ユ年の後半に

はF枢事業からの撤退が促された。

（3）情報通信機器事業の本格化

　主力事業の業績悪化に対応するために展開された上記の3つの新規事業も不

振に終わった。この事態を打開するために打ち出されたのが，欧文タイプライ

タ事業から蓄積されてきたプリンティング技術を中心とした事業展開である。

情報通信機器事業に本格的に取り組むために新しく設立された画像システム事

業都内では，F狐事業の夕一ケットとして，タイプライタなどでブラザー・

ブランドが確立しているアメリカ市場に対する徹底的な市場分析を行い，従来

晶と同等の機能を備えていて，従来晶の販売価格を大きく下回る399ドルの製

品を投入するという方針が立てられた。このために，新たなF狐の開発プロ

セスでは，調達部品や調達先の変更や，設計の根本的見直し，開発工程管理手

法の工夫などにより徹底したコスト削減を図ると共に，それに並行してブラザー

工業独自の機能や技術の開発も進められた。

　開発が進む中で，現地の販売会社によって販売チャネィレの開拓が進めら一れて

いた。その主眼は，米国で当時勃興しつつあった「オフィス・スーパーストア

（小規模事業者向け量販店）」に主たる流通チャネルを切り替えることにあった。

その背景には，米国においてブラザーは従来のF蛆の流通経路を押さえるこ

とができなかったことがあった。そのために，従来の企業向けの事務機販売ルー

トではなく，新たな流通経路として成立しつつあり，参入の余地があったマス・
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チャネルが，ブラザーにとっては重要な流通経路になったのである。

　1992年6月，399ドルF狐「F“一600」が発売されると，アメリカ市場で高

い評価を受け，F“事業は業績を持ち直すことになる。その後も，低価格

F凧の開発と並行して進められていた熱転写方式によって普通紙に印刷する

F凧の開発に成功し，1992年に普通紙F“として発売された。

そしてブラザー工業にとって大きな意味を持つのが，1995年に米国で発売さ

れたデジタル複合機「MFC－4550」である。このデジタル複合機は電子写真方

式（レーザープリンタ）を搭載した小型複合機で，商業的に大きな成功を収め

た。そして，この成功によって，同社は情報通信機器事業を中核として，再び

全社的な成長過程に回帰レたのである。

　1995年に発売されたデジタル複合機とは，FAXやプリンタ，コピー，スキャ

ナなど複数の機能をひとつの機体に持たせた製品である。当時，事務機器の多

機能化はいくつかの企業によって取り組まれていたが，ブラザー工業はF凧

を中心にした多機能化を他者に先駆けて行い，MFC（マルチ・ファンクショ

ン・センター）という商標をつけ販売を始めた。この複合機がブラザー工業の

F“事業の成長に大きく貢献することとなる。

　デジタル複合機自体は既にその当時から存在していた一方で，ブラザーのデ

ジタル複合機とはコンセプトが異なっていた。従来のデジタル複合機はキヤノ

ンやリコー，ゼロックスを中心として販売されており，中・高速の複写機の延

長線上にあった。そのために，複写機としての性能は相対的に高い一方で，

F“やプリンタ，スキャナの機能は副次的なものでしかなく，機械自体も大

型で，高価である。また，保守サービスも従来の業務用複写機と同じように，

保守契約に基づく課金システムが通常はとられていた。

　それに対して，ブラザーのデジタル複合機は従来の大型デジタル複合機とは

異なり複写棒あるいは複合機としての性能は相対的に低い。他方，そのように

機能を割り切ることにより，従来の複合機から大幅に価格を引き下げることが

可能であった。さらに，ブラザーのデジタル複合機では，消耗品の交換など自

分でメンテナンスをしなければならない手間がかかる一方で，ランニングコス

トは一般的に低くなる。

　このような特色を持っブラザーのデジタル複合機が米国市場で受け入れられ

る素地となったのは，SOHO（スモールオフィス・ホームオフィス）市場の勃
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興がある。90年代以降の米国では，一人もしくは数人の規模で，自宅や外部

の小さなオフィスを拠点とするSOHOが増加していた。複写機やF血などの

事務機器は最低限必要である一方で，従来のような高性能の機器は必要ではな

く，省スペースや低いコストがより望ましいといったSOHOの二一ズに，ブ

ラザーのデジタル複合機は適合したのである。

　しかも，ブラザー工業が参入したSOHO向けの市場は，企業向け流通網を

有しているキヤノンやゼロックスなどの既存の大手複写機メーカーにとって，

既存のチャネルとコンフリクトをおこすことが懸念され，積極的に取り組みに

くいものでもあった。また，カートリッジを自分で交換するというシステムは，

保守契約のサービス網を抱えて，さらにそれを収益源としていた既存の複写機

メーカーとしては積極的に採用できるものでもない。つまり，仮にブラザーが

投入したような製品が簡単に開発できたとしても，これまで自社が手がけてき

た複合機の市場力まブラザー型の複合機の市場との間で明確な棲み分けが成立し

ない限り，自社の「ビジネスモデル」を自ら破壊することにっながりかねない

ために，積極的に取り組むことはできなかったのである。

　デジタル複合機の成功は，米国における流通網の整備だけに裏打ちされてい

るわけではない。前述のように，プリンティング技術を中心に据えた情報通信

機器への集中的資源投入が1990年から始まることで，90年代にはプリンティ

ング技術が徐々に蓄積されていった。その成果の一つが，デジタル複合機での

成功だったのである。

　1989年に安井社長（当時）によって志向されたプリンティング技術への焦

点化に伴い，前述の低価格F狐や熱転写式普通紙F瓜の開発と並行して，電

子写真方式（レーザー方式）の開発も進められることになっれプリンティン

グ技術を中核技術と想定して事業構想を策定する以上，ドット・インパクト方

式や熱転写方式という在来技術に固執するだけでは，将来の事業展開は保証さ

れない。構想の実現のためには，新たなプリンティング技術も自社内で蓄積す

る必要があったのである。そのような点からいえば，ブラザーが電子写真方式

の自社開発に取り組んだのは，いわば自然な成り一行きともいえるものであった。

　テの結果低価格P狐と熱転写式普通紙F狐が発売された92年には電子

写真方式の画像生成機構（エンジン）が独自に開発され，生産が開始された。

また，同時期にプリンタコントローラの自社開発にも成功することで，ブラザー
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工業はレーザープリンタの主要部分の内製化を実現することにな乱そして翌

93年には，レーザープリンタの部品の内製化率がさらに高められると共に，

部品の共通ユニット化が図られる。これにより，レーザープリンタの大幅なコ

ストダウンが実現し，普通紙F岬への電子写真方式（レーザー方式）の採用

が可能になった。さらに，1997年には，固形インクを用いた独自開発のプリ

ントエンジン，2003年には継続して自社開発が進められてきたインクジェッ

トヘッドの事業化に成功し，ブラザー工業はF狐やF狐に複数の機能が付加

されたデジタル複合機の開発を通じて，プリントエンジンやインクジェットヘッ

ドなどの技術を独自に開発し，独自の技術を用いてレーザープリンタやインク

ジェットプリンタの製造が可能な数少ない企業のひとつとなっている。

4．事例分析からもたらされる示唆

　以上のブラザー工業の事業転換プロセスからは，確立された「コア・コンビ

タンス」に基づいた新規事業を成功させるわけではないことがわかる。ブラザー

工業は事業を展開しながら，それに必要な経営資源を徐々に獲得していった。

そして，そのようなプロセスを通じて，同社の事業構造は大きく変わっていっ

たのである。

　優れた「コア・コンビタンス」を有している企業が，それを応用できる領域

で成功を収め孔これはある意味では当たり前のことである。しかし，企業は

他社に対する絶対的な競争優位を確立できるような経営資源を保有していると

は限らない。また，主力事業が行き詰まった企業が，新規事業ですぐに競争力

を発揮できるような経営資源を有している可能性はさらに低い。

　このような点から考えると，ブラザー工業の事業構造の転換は重要な問題を

示唆している。絶対的あるいは持続的な競争優位をもたらす経営資源を参入当

初から保有する必要性は必ずしもなく，事業活動を通じて，あるいは事業の展

開と並行して，継続的に獲得していくことも可能なのである。

5．おわりに

本研究の結論は次のようにまとめることができる。「動態的資源観に基づく
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事業転換」という多角化モデルを提示することで，従来の議論では十分な説明

がなされなかった，新規事業の展開に先立って経営資源の蓄積が行われていな一

いような多角化の成功，ひいてはその多角化による事業転換が説明されるとい

うことである。既存の主な多角化研究は，事業展開を行う上でシナジー効果や

中核的な能力（コア・コンビタンス）などを重要な要素として考えてきた。こ

れらの議論における想定，つまり，経営資源と展開される事業との静態的な関

係を本稿では「静態的資源観」と呼んだ。その静態的な視点に対して，事業活

動を通じて新規事業で重要な役割を果たす経営資源が蓄積され，さらにその後

の事業活動にフィードバックされるプロセスに目を向ける視点を「動態的資源

観」と呼んだ。その上で，成熟企業の事業転換プロセスにおいて，後者の視点

を取り入れた企業行動を「動態的資源観に基づく事業転換」とし，新規事業で

必要なすべての経営資源を蓄積していなくても，事業活動を通じて経営資源の

蓄積を当初から意図的に狙うか，結果として蓄積されることで事業転換が進ん

でいくという現象を説明した。以上の現象は，重要な経営資源を先行して蓄積

した上で新事業を展開することを考える従来の「静態的資源観に基づく事業転

換」では十分な説明がなされなかった。

　また，上述の議論に関連して，「動態的資源観に基づく事業転換」考えるこ

とで，事業進出以前に確保される企業行動の言十画性や戦略の合理性が実際の事

業展開に際してどれほどの有効性を持ちえるのかとい．う問題も提起される。

　「動態的資源観に基づく事業転換」で説明される事業展開と資源蓄積の関係

には必要な経営資源が事前に蓄積されていない場合のほかに，必要かっ有効な

経営資源が事前に明確になっていない場合もある。事業進出以前に資源蓄積の

合理性が確立されない状況では，事前に練られた「合理的な計画」や「計画的

に練られた戦略」による事業展開の成功は保証されない。一方で，事前の合理

性が確保されないからといって，合理性よりも即時の機会を重視したアドホッ

クな事業進出を行っても，事業展開の成功は保証されない。

　従って，事前に合理性が確保されない以上は，事業進出後に当該事業での活

動を行いながら必要な資源を明らかにし，それを蓄積していくという選択肢が

示唆される。そこで，有効な事業展開の施策として「動態的資源観」に基づく

多角化が考えられる。
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ω　「第一特集・国際化の本番は始まった：これが海外進出の問題点だ」『別冊中央公論』，1970年12

　月号，一pp－104－117．

12〕当時のブラザー販売が有した国内有数の販売チャネルは，単に訪問販売をするだけではなく，当

　時高価であった家庭用ミシンを販売する上で必要であった積立・書1」賦販売といった一種の金融機能

　も備え，そのようなサービスが提供できる大規模な販売ネットワークは，とりわけ家庭用機器につ

　いては，重要である一方で希少な存在でもあった。そのために，相対的に高額な他の家庭用機器を

　ブラザー販売のチャネルで販売することがブラザーグループの成長にとって有効であるという認識

　は，経営者サイドのみならず，販売現場でも強まっていった。
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